
令和５年第３回定例会議案一覧
市長提出議案
（令和５年８月２５日提出 ９件）

議
案
番
号

件 名 提案理由・要旨

議

決

月

日

議

決

番

号

議

決

結

果

第

52

号

議

案

本庄市空き家等の適正管理に関す

る条例及び本庄市空家等対策協議

会条例の一部を改正する条例

空家等対策の推進に関する特別措置法の一部改正に

伴い、所要の改正をしたいので、この案を提出するも

のである。

9

月

21

日

第

56

号

原

案

可

決

第

53

号

議

案

工事請負契約の変更契約の締結に

ついて

令和４年９月２１日に議決された本庄市庁舎トイレ

改修工事請負契約について、本庄市建設工事請負契約

約款第２６条第６項の適用等による請負代金額の変

更に伴い、変更契約を締結したいので、本庄市議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関す

る条例第２条の規定により、この案を提出するもので

ある。

9

月

21

日

第

55

号

原

案

可

決

第

54

号

議

案

市道路線の廃止について

市道第 １１９５号線 払下げにより廃止する。

市道第 １１９６号線 払下げにより廃止する。

市道第 ７０１８号線 払下げに伴い路線を短縮し再

認定するため廃止する。

市道第３－２１７号線 開発行為に伴い廃止する。

市道第３－２１８号線 開発行為に伴い廃止する。

市道第３－２２２号線 開発行為に伴い廃止する。

市道第３－２２３号線 開発行為に伴い廃止する。

市道第３－２２４号線 開発行為に伴い廃止する。

市道第３－２２５号線 開発行為に伴い廃止する。

市道第３－２２８号線 開発行為に伴い路線を短縮し

再認定するため廃止する。

以上１０件について、この案を提出するものである。

9

月

21

日

第

57

号

原

案

可

決

第

55

号

議

案

市道路線の認定について

市道第 ６５３６号線 元小山川遊歩道整備に伴い認

定する。

市道第 ７０１８号線 払下げに伴い路線を短縮し再

認定する。

市道第 ７７４６号線 払下げに伴い認定する。

市道第３－２２８号線 開発行為に伴い路線を短縮し

再認定する。

以上４件について、この案を提出するものである。

9

月

21

日

第

58

号

原

案

可

決

第

56

号

議

案

令和５年度本庄市一般会計補正予

算（第４号）

補正予算額 ５７，２２３，０００円

総額 ３１，２２７，８２６，０００円

繰越明許費

債務負担行為の補正

地方債の補正

9

月

21

日

第

63

号

原

案

可

決

第

57

号

議

案

令和５年度本庄市国民健康保険特

別会計補正予算（第１号）

補正予算額 △８，１４８，０００円

総額 ７，９７６，４４７，０００円

債務負担行為

9

月

21

日

第

61

号

原

案

可

決



市長提出追加議案
（令和５年９月２１日提出 ６件）

第

58

号

議

案

令和５年度本庄市介護保険特別会

計補正予算（第１号）

補正予算額 １２５，４０６，０００円

総額 ６，７２８，５３３，０００円

9

月

21

日

第

62

号

原

案

可

決

第

59

号

議

案

令和５年度本庄市水道事業会計補

正予算（第１号）

業務の予定量

収益的収入補正予定額 ５，８３２，０００円

総額 １，６５６，９７６，０００円

収益的支出補正予定額 １９，１０５，０００円

総額 １，７０１，６７２，０００円

資本的収入補正予定額 △１，２９４，０００円

総額 ３５２，８４７，０００円

資本的支出補正予定額 △９，８９５，０００円

総額 ９７５，９６７，０００円

議会の議決を経なければ流用することのできない経

費

債務負担行為

9

月

21

日

第

59

号

原

案

可

決

第

60

号

議

案

令和５年度本庄市下水道事業会計

補正予算（第１号）

収益的収入補正予定額 △１，７２８，０００円

総額 ２，１２４，３４３，０００円

収益的支出補正予定額 △２，９２９，０００円

総額 ２，０４７，６４５，０００円

資本的支出補正予定額 △２，５５５，０００円

総額 ２，０９７，９９０，０００円

議会の議決を経なければ流用することのできない経

費

他会計からの補助金

9

月

21

日

第

60

号

原

案

可

決

議
案
番
号

件 名 提案理由・要旨

議

決

月

日

議

決

番

号

議

決

結

果

第

61

号

追

加

議

案

令和４年度本庄市一般会計歳入歳

出決算認定について

歳入決算額 ３４，２７５，６７０，８１５円

歳出決算額 ３１，４１４，４３０，８１５円

9

月

21

日

第

64

号

継

続

審

査

第

62

号

追

加

議

案

令和４年度本庄市国民健康保険特

別会計歳入歳出決算認定について

歳入決算額 ８，２１４，４６２，２１１円

歳出決算額 ８，０３３，２３２，３３１円

9

月

21

日

第

65

号

継

続

審

査



議員提出議案
（令和５年９月２１日提出 ２件）

第

63

号

追

加

議

案

令和４年度本庄市介護保険特別会

計歳入歳出決算認定について

歳入決算額 ６，３５４，７６０，７６８円

歳出決算額 ６，３１９，１５９，７４０円

9

月

21

日

第

66

号

継

続

審

査

第

64

号

追

加

議

案

令和４年度本庄市後期高齢者医療

特別会計歳入歳出決算認定につい

て

歳入決算額 ９７４，８４９，７６０円

歳出決算額 ９７４，５６１，１１１円

9

月

21

日

第

67

号

継

続

審

査

第

65

号

追

加

議

案

令和４年度本庄市水道事業会計の

利益の処分及び決算認定について

収益的収入決算額 １，６３２，４６７，１０３円

収益的歳出決算額 １，５０３，３１５，７２２円

資本的収入決算額 １７８，３１８，３５０円

資本的支出決算額 ８８４，５５０，１９４円

9

月

21

日

第

68

号

継

続

審

査

第

66

号

追

加

議

案

令和４年度本庄市下水道事業会計

の利益の処分及び決算認定につい

て

収益的収入決算額 ２，０４５，６５３，４０９円

収益的歳出決算額 １，８４２，５２２，０３７円

資本的収入決算額 １，３０１，３７９，５８０円

資本的支出決算額 １，６３９，１１８，８０６円

9

月

21

日

第

69

号

継

続

審

査

議
案
番
号

件 名 提案理由・要旨

議

決

月

日

議

決

番

号

議

決

結

果

議

第

4

号

議

案

本庄市議会基本条例の一部を改正

する条例

本庄市議会基本条例に基づく見直し手続きに伴い、所

要の改正をしたいので、この案を提出するものであ

る。

9

月

21

日

第

70

号

原

案

可

決



議

第

5

号

議

案

発達障害児に対する補助制度の見

直しを求める意見書

平成１６年１２月に発達障害者支援法が制定され、

さらにこの法律は平成２８年５月には支援の一層の

充実を図るため全般にわたって改正されました。この

法律には、国および地方公共団体の責務として、発達

障害の早期発見や支援などについて必要な措置を講

じるよう示されています。

発達障害児に対しては、幼児期から学齢期、就労ま

で一貫した支援策が必要です。それには、教育・福祉

・就労などの関係機関が連携し、一人ひとりの状況に

応じた個別支援を行うなどの対策が欠かせません。

本市では、発達障害児に対する保育士等の加配を行

うため、民間保育所等に対し補助金を交付しており、

発達障害と断定できないものの、医師が発達障害の疑

いと診断する児童も補助の対象としています。実際、

保育現場において、発達障害と発達障害の疑いではほ

とんど差がなく、発達障害の疑いと診断された児童に

対しても、特別な対応や配慮が必要であるため、保育

士等を加配するための補助を実施しているところで

す。

また、就学前の段階では、成長過程にある乳幼児に

対して断定的な診断はしづらく、発達障害の疑いにと

どめた診断結果となっている場合が多いという現状

もあります。

上記の支援を続けていくためには埼玉県からの助

成が必要不可欠です。現在、県では、障害児保育事業

として保育士等の加配に対する補助制度が設けられ

ていますが、発達障害だけでなく、発達障害の疑いに

ついても補助の対象とし、継続的に助成いただくよ

う、補助制度の見直しを強く要望するものです。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提

出します。

9

月

21

日

第

71

号

原

案

可

決


